
３次元計測基礎研修
１）３次元計測技術の概要
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本ｅラーニングは、令和６年度時点の情報で作成しています。実際の実務にあたっては最新情報の確認をお願いします。



JCMA/R5/３次元計測技術（ＵＡＶ,LS編）

ＩＣＴ施工で使用できる３次元計測技術の一覧

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。

ＴＳ等光波方式
ＴＳ

ノンプリズム方式
（ＮＴＳ）

無人航空機搭載型
レーザースキャナー
（ＵＡＶレーザー）

地上移動体搭載型
レーザースキャナー

（ＭＬＳ）

地上型
レーザースキャナー

（ＴＬＳ）

空中写真測量
（ＵＡＶ）

モバイル端末を用い
た３次元計測技術

音響測深探査地上写真測量施工履歴データＲＴＫ－ＧＮＳＳ

 「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」より、ＩＣＴ施工で使用できる３次元計測技

術の一覧を下表に示す。なお、同要領（案）は、年度で更新されるため、工事前に国土交通省の

ＨＰ（ホームページ）で最新版を確認する必要がある。



空中写真測量（無人航空機 ＵＡＶ）

 ＵＡＶに搭載したデジタルカメラで上空から撮影された連続する画像を用いて、対象範囲のオル

ソ画像（正射変換した画像）と、地形や地物等の色付き３次元点群データを取得する手法。

土工、土工(1000ｍ3未満)、法面工、付帯構造物設置工、擁壁工、基礎工、砂防土工、構造物工（橋梁上部）、構造物
工(橋脚・橋台)、コンクリート堰堤工

適用工種

・ＵＡＶ
・デジタルカメラ
・写真測量ソフトウェア
・３次元設計データ作成ソフトウェア
・点群処理ソフトウェア
・出来高算出ソフトウェア
・出来形帳票作成ソフトウェア

機器構成

・１回の飛行で計測範囲が広く、計測時間が短い
・人が入れない箇所を計測可能
・面的に計測が可能
・航空法をはじめとする関連法令を遵守した作業、手続きが必要（例：飛行する空域や方法等）
・構造物や樹木等による影響で受信可能な衛星数が減少し、ＧＮＳＳ測位の精度が低下するエリアでは測量できない
・強風時など天候によって計測できない場合がある
・地表面に植物が繁茂している場合は、計測前に伐採が必要
・計測後のデータ処理に時間を要する
・ＴＳ等により標定点及び検証点の設置が必要

特徴・
留意事項



地上型レーザースキャナー（ＴＬＳ）

 地上にＬＳを設置し指定範囲にレーザーを連続的に照射することで、その反射波より対象物との

相対位置（角度と距離）を面的な３次元点群データとして取得する手法。

土工、土工(1000ｍ3未満)、法面工、付帯構造物設置工、擁壁工、基礎工、砂防土工、舗装工、構造物工（橋梁上部）、
構造物工(橋脚・橋台)、コンクリート堰堤工

適用工種

・ＴＬＳ本体
・３次元設計データ作成ソフトウェア
・点群処理ソフトウェア
・出来高算出ソフトウェア
・出来形帳票作成ソフトウェア

機器構成

・地表面に植物が生息している場合においても計測可能
（広葉樹等が過度に密な場合は不可）
・面的に計測が可能
・１人で計測が可能
・計測後のデータ処理に時間を要する
・１回の計測範囲が狭いため広範囲な計測など器械の移動頻度が多い場合は手間を要する
（例：盛土工のように左右の法面と天端を分けて計測する場合）
・計測面が濡れているとレーザーが反射されないため計測できない
・機器の設置位置について測量が必要

特徴・
留意事項



地上移動体搭載型レーザースキャナー（ＭＬＳ）

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。

 ＴＬＳと計測する原理は同様であるが、地上に設置するのではなく、作業員がレーザースキャ

ナーを搭載した台車を押しながら計測する手法。

土工、土工(1000ｍ3未満)、法面工、付帯構造物設置工、擁壁工、基礎工、砂防土工、舗装工、コンクリート堰堤工適用工種

・地上移動体搭載型ＬＳ：ＭＬＳ
・３次元設計データ作成ソフトウェア
・点群処理ソフトウェア
・出来高算出ソフトウェア
・出来形帳票作成ソフトウェア

機器構成

・地表面に植物が生息している場合においても計測可能（広葉樹等が過度に密な場合は不可）
・１回の移動計測で計測範囲が広く、計測時間が短い
・面的に計測が可能
・１人で計測が可能
・計測後のデータ処理に時間を要する
・不陸のある場所など、台車が移動できない箇所は計測不可
・計測面が濡れているとレーザーが反射されないため計測できない
・ＧＮＳＳ、ＴＳ等で台車の位置について追尾する必要がある

特徴・
留意事項



無人航空機（ＵＡＶ）搭載型レーザースキャナー

 ＵＡＶに搭載したレーザースキャナーで上空を移動しながら地形や地物等の３次元点群データを

取得する手法。

土工、土工(1000ｍ3未満)、法面工、付帯構造物設置工、擁壁工、基礎工、砂防土工、構造物工（橋梁上部）、構造物
工(橋脚・橋台)、コンクリート堰堤工

適用工種

・ＵＡＶレーザー本体
・ＵＡＶ
・３次元設計データ作成ソフトウェア
・点群処理ソフトウェア
・出来高算出ソフトウェア
・出来形帳票作成ソフトウェア

機器構成

・地表面に植物が生息している場合においても計測可能
（広葉樹等が過度に密な場合は不可）
・１回の飛行で計測範囲が広く、計測時間が短い
・人が入れない箇所を計測可能
・面的に計測が可能
・航空法をはじめとする関連法令を遵守した作業、手続きが必要（例：飛行する空域や方法等）
・構造物や樹木等による影響で受信可能な衛星数が減少し、ＧＮＳＳ測位の精度が低下するエリアでは測量できない
・強風時など天候によって計測できない場合がある
・地表面に植物が繁茂している場合は、計測前に伐採が必要
・計測後のデータ処理に時間を要する
・計測面が濡れているとレーザーが反射されないため計測できない
・ＴＳ等により標定点及び検証点の設置が必要

特徴・
留意事項



ＴＳノンプリズム方式（ＮＴＳ）

 計測箇所にターゲットとなるプリズムを利用せず、 1点ごとにレーザー光を計測面へ照射して反

射波を用いて測距する手法。

土工、土工(1000ｍ3未満)、法面工、付帯構造物設置工、擁壁工、基礎工、砂防土工、舗装工、コンクリート堰堤工適用工種

・ＴＳ本体
・３次元設計データ作成ソフトウェア
・点群処理ソフトウェア
・出来高算出ソフトウェア
・出来形帳票作成ソフトウェア

機器構成

・プリズムが不要のため人の立ち入りができない場所も計測可能
・多点を自動で計測できるため面的に計測が可能
・プリズムが不要のため1人で計測が可能
・１回の計測範囲が狭いため広範囲な計測を行う場合は

器械の移設が必要
・計測面が濡れているとレーザーが反射されないため計測できない
・機器の設置位置について測量が必要

特徴・
留意事項



ＴＳ等光波方式

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。

 計測箇所にターゲットとなるプリズムを設置し、 ＴＳからプリズムへ照準を合わせ、プリズム

からの反射波により測距する手法。自動追尾方式では機器がプリズムを自動で追尾する。

土工、土工(1000ｍ3未満)、法面工、付帯構造物設置工、擁壁工、基礎工、砂防土工、舗装工、構造物工（橋梁上部）、
構造物工(橋脚・橋台)、コンクリート堰堤工

適用工種

・ＴＳ本体
・プリズム
・３次元設計データ作成ソフトウェア
・点群処理ソフトウェア
・出来高算出ソフトウェア
・出来形帳票作成ソフトウェア
・基本設計データ作成ソフトウェア

（ＴＳを用いた断面管理のみ）

機器構成

・任意の点を計測することが可能
・計測面が濡れているなど計測面の状況に影響を受けずに計測が可能
・自動追尾型はデータコレクターを使用すれば１人で計測が可能
・１回の計測範囲が狭いため広範囲な計測を行う場合は器械の移設が必要
・プリズムを支持するための作業員が必要
・作業員がプリズムを移動・支持するため面的な測量には不向き
・機器の設置位置について測量が必要

特徴・
留意事項



ＲＴＫ－ＧＮＳＳ

 ＲＴＫとは、リアルタイムキネマティックの略で、衛星測位から発信される搬送波を用いた計測

手法。既知点と移動局にＧＮＳＳのアンテナを設置し、既知点から移動局への相対位置関係によ

りリアルタイムに移動局の座標を計算可能。

土工、土工(1000ｍ3未満)、法面工、付帯構造物設置工、擁壁工、基礎工、砂防土工、コンクリート堰堤工適用工種

・ＲＴＫ－ＧＮＳＳ（基地局）
・ＧＮＳＳローバー（移動局）
・３次元設計データ作成ソフトウェア
・点群処理ソフトウェア
・出来高算出ソフトウェア
・出来形帳票作成ソフトウェア

機器構成

・任意の点を計測することが可能
・計測面が濡れているなど計測面の状況に影響を受けずに計測が可能
・ＲＴＫ－ＧＮＳＳローバーを用いて１人で計測が可能
・ネットワーク型ＲＴＫ－ＧＮＳＳは基地局の設置が不要
・構造物や樹木等による影響で受信可能な衛星数が減少し、ＧＮＳＳ測位の精度が低下するエリアでは測量できない
・１回の計測範囲が狭いため広範囲な計測を行う場合は器械の移設が必要
・測点でＧＮＳＳローバーを支持するための作業員が必要
・作業員がＧＮＳＳローバー移動・支持するため面的な測量には不向き

特徴・
留意事項



施工履歴データ

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。

 施工しながら記録される作業装置の３次元座標や取得時刻、その時の建設機械の状態等のデータ

を用いて出来形管理を行う手法。

土工、土工(1000ｍ3未満)、地盤改良工、河川浚渫、砂防土工、河床等掘削、舗装工（修繕工）適用工種

・ＩＣＴ建設機械
・ＲＴＫ－ＧＮＳＳ
・ＧＮＳＳローバー
・３次元設計データ作成ソフトウェア
・点群処理ソフトウェア
・出来高算出ソフトウェア
・出来形帳票作成ソフトウェア

機器構成

・計測機器を使用することなく施工中にデータ取得が可能
・工種によっては面的に計測が可能
・構造物や樹木等による影響で受信可能な衛星数が減少し、

ＧＮＳＳ測位の精度が低下するエリアでは測量できない
（建設機械の測位にＧＮＳＳを利用している場合）

・計測後のデータ処理に時間を要する
・適用可能な工種が限定的

特徴・
留意事項



地上写真測量

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。

 計測対象の周辺に「標定点」を設置し、ＧＮＳＳを装着したスマートフォンやタブレット等で移

動しながら計測することで、現場座標系に適合した点群データを生成する手法。

土工、土工(1000ｍ3未満)、砂防土工、舗装工（修繕工）適用工種

・ＧＮＳＳ
・スマートフォン、タブレット等
・３次元設計データ作成ソフトウェア
・点群処理ソフトウェア
・出来高算出ソフトウェア
・出来形帳票作成ソフトウェア

機器構成

・低コスト、且つ短時間で点群データが取得可能
・狭い範囲の計測に適用可能
・面的に計測が可能
・モバイル端末等により１人で計測が可能
・構造物や樹木等による影響で受信可能な衛星数が減少し、ＧＮＳＳ測位の精度が低下するエリアでは測量できない
・地表面に植物が繁茂している場合は、計測前に伐採が必要
・計測範囲が限られるため広範囲の現場には適さない
・計測後のデータ処理に時間を要する
・適用可能な工種が限定的
・ＴＳ等により標定点及び検証点の設置が必要

特徴・
留意事項



音響測深機器

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。

 ＧＮＳＳの位置座標と音響測深機の反射波を用いて、自船位置の測深値をリアルタイムに計測す

る手法。

河川浚渫工、河床等掘削適用工種

・音響測深機器本体・測量船
・水深測量ソフトウェア
・ＲＴＫ－ＧＮＳＳ（基地局）
・ＧＮＳＳローバー（移動局）
・３次元設計データ作成ソフトウェア
・点群処理ソフトウェア
・出来高算出ソフトウェア
・出来形帳票作成ソフトウェア

機器構成

・水面下のデータが取得可能
・マルチビームは面的に計測が可能
・構造物や樹木等による影響で受信可能な衛星数が減少し、ＧＮＳＳ測位の精度が低下するエリアでは測量できない
・高波時など状況によって計測できない場合がある
・植物が繁茂しているなど河床の状況によってはデータの精度が低下する場合がある
・計測後のデータ処理に時間を要する
・適用可能な工種が限定的

特徴・
留意事項



モバイル端末を用いた３次元計測技術

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。

 モバイル端末に搭載されているＬｉＤＡＲ等のセンサーにより３次元点群データを生成する手法。

 計測で得られた３次元点群データを、計測対象と重ねてリアルタイムに確認が可能。

土工(1000ｍ3未満)適用工種

・モバイル端末
・ＧＮＳＳレシーバー
・メーカー専用のデータ処理ソフトウェア
・３次元設計データ作成ソフトウェア
・点群処理ソフトウェア
・出来高算出ソフトウェア
・出来形帳票作成ソフトウェア

機器構成

・低コスト、且つ短時間で点群データが取得可能
・狭い範囲の計測に適用可能
・モバイル端末等により１人で計測が可能
・構造物や樹木等による影響で受信可能な衛星数が減少し、ＧＮＳＳ測位の精度が低下するエリアでは測量できない
・地表面に植物が繁茂している場合は、計測前に伐採が必要
・計測範囲が限られるため広範囲の現場には適さない
・計測後のデータ処理に時間を要する
・計測面が濡れているとレーザーが反射されないため計測できない
・適用可能な工種が限定的

特徴・
留意事項



３次元計測基礎研修
２）ＵＡＶ利用時の留意事項
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ＵＡＶ※利用時の留意事項 ※無人航空機（Unmanned Aerrial Vehicle：ＵＡＶ）

無人航空機とは

無人航空機の登録義務化

飛行の禁止空域

飛行時のルール

飛行計画の通報

その他の改正事項

航空法における無人航空機とは？

無人航空機の登録制度の施行

航空局に許可・承認が必要な飛行禁止空域

飛行空域を問わず遵守する必要があるルール

ドローン情報基盤システム（ＤＩＰＳ２．０）による飛行計画の通報

無人航空機事故の報告義務

 ＵＡＶ利用時には、航空法をはじめとする関連法令を遵守した作業、手続きが必要となる。本章

では、ＵＡＶに関係するガイドラインや法令を基に基本的な事項について解説する。

飛行禁止空域の除外等 飛行禁止空域の除外並びに不要になる許可・承認



無人航空機とは

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。



無人航空機の登録義務化（２０２２年６月２０日施行）

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。

 近年の無人航空機の事故が頻発していることを受け、事故などの原因究明や安全確保のため無人

航空機の登録制度が施行された。

 ２０２２年６月２０日以降登録が義務化され、登録されていない機体は飛行できなくなった。

登録せずに飛行した場合は、航空法に基づき、１年以下の懲役又
は５０万円以下の罰金が科される。
登録の有効期間は３年間であり、更新時は手続きが必要である。

目的
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航空局に許可・承認が必要な飛行禁止空域

 ＵＡＶの飛行には、航空法の制

限（飛行禁止空域）がある。

 航空機の航行の安全に影響を及

ぼす恐れがある空域

【Ａ、Ｂ、Ｃ】

 人または家屋の密集している地

域の上空【Ｄ】

 空港等の周辺1５０ｍ空域や、人

口集中地区上空の飛行許可（包

括許可含む。）があっても、緊

急用務空域を飛行させることは

できないので注意する。飛行前

に用務空域を確認することが法

令で定められいる。
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 空港周辺空域は、国土地理院のＨＰから閲覧可能である。必ず、事前に確認を行う。

 航空機の航行の安全に影響を及ぼすおそれのある空域において、無人航空機を飛行させる場合に

は、あらかじめ、国土交通大臣（申請先は飛行エリアを管轄する地方航空局・空港事務所）の許

可を受ける必要がある。

飛行禁止空域の確認方法：空港周辺空域

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。
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 緊急用務空域は、国土交通省の航空局ＨＰから閲覧可能である。必ず、事前に確認を行う。

飛行禁止空域の確認方法：緊急用務空域

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。

規制対象は１００ｇ以上
の無人航空機に限らず、
すべての機体が対象。
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 人口集中地区(ＤＩＤ地区)は、国土地理院のＨＰから閲覧可能である。必ず、事前に確認を行う。

 落下した場合に地上の人などに危害を及ぼすおそれが高い空域において、無人航空機を飛行させ

る場合には、あらかじめ、国土交通大臣（申請先は飛行エリアを管轄する地方航空局・空港事務

所）の許可を受ける必要がある。

飛行禁止空域の確認方法：人口集中地区（ＤＩＤ地区）

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。

■：ＤＩＤ（人口集中地区）



JCMA/R5/３次元計測技術（ＵＡＶ,LS編）

 小型無人機等飛行禁止法によって、重要施設及びその周囲おおむね３００ｍの周辺地域の上空で

は、小型無人機等の飛行は原則禁止である。

重要施設等に関する飛行禁止空域の設定

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。
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 対象防衛関係施設や対象空港の周辺地域上空の飛行については、施設管理者への通報も必要。

重要施設等に関する飛行禁止空域の設定

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。
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 飛行させる場所に関わらず、無人航空機を飛行させる場合には、以下のルールを守ることが必要。

 ③～⑧の飛行の方法は、２０２２年１２月５日施行の改正航空法で特定飛行と定義されており、

国土交通大臣の承認が必要のため、所定の手続きを行うこと。

飛行時のルール

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。
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 地表又は水面から１５０ｍ以上の空域であっても、物件から３０ｍ以内の空域については、飛行

禁止空域から除外される。

 空港等の周辺の空域及び緊急用務空域については、物件から３０ｍ以内であっても引き続き許可

が必要である。また、人口集中地区にかかるようであれば、当該手続きも必要である。

飛行禁止空域の除外並びに不要になる許可承認について

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。
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 十分な強度を有する紐等（３０ｍ以内）で係留した飛行で、飛行可能な範囲内への第三者の立入

管理等の措置を行えば一部の許可・承認が不要である。

 空港等周辺、緊急用務空域、１５０ｍ以上上空の飛行、イベント上空での飛行及び危険物輸送の

場合は、許可承認が必要である。

飛行禁止空域の除外並びに不要になる許可承認について

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。
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 操縦者は事前に、ドローン情報基盤システム（ＤＩＰＳ２.０）にログインし、飛行計画を通報

する必要がある。

 自らの飛行計画（飛行の日時、経路、高度など）を国土交通大臣に通報し、飛行計画が他の無人

航空機の飛行計画と重複しないことを確認する。

ドローン情報基盤システム（ＤＩＰＳ２.０）により飛行計画の通報

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。
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 無人航空機に関する事故または重大インシデントが発生した場合、無人航空機を飛行させた者は、

ただちに飛行を中止し、負傷者の救護を行うとともに、発生した事態の詳細を国土交通大臣へ速

やかに報告しなければならない。

無人航空機による事故等の報告について

BIM/CIMモデルには、「地形モデル」、「地質・土質モデル」、「線形モデル」、「土工形状モデル」、
「構造物モデル」、「統合モデル」の種類があり、構造物や地形などの分類毎に、作成・更新・管理します。

事故等の報告をしない又は虚偽の報告を行っ

た場合、３０万円以下の罰金が科せられます。

負傷者の救護など危険を防止するために必要

な措置を講じない場合、２年以下の懲役又は

百万円以下の罰金が科せられます。



これで、

３次元計測基礎研修の

ｅラーニングを終了します。

ご視聴ありがとうございました。

本ｅラーニングは、令和６年度時点の情報で作成しています。実際の実務にあたっては最新情報の確認をお願いします。


